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２０ 雪害対策関係  

長野市住宅除雪支援員派遣事業実施要網 

 

（趣旨） 

第１ この要綱は、豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定により特別

豪雪地帯に指定されている戸隠地区及び鬼無里地区における人命の安全と生活の安定を確保する

ため、市長が必要と認める世帯に除雪を行う者（以下「住宅除雪支援員」という。）を派遣すること

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （住宅除雪支援員の委嘱） 

第２ 住宅除雪支援員は、民生委員の推薦によって、市長がこれを委嘱する。 

 （住宅除雪支援員を派遣できる場合） 

第３ 住宅除雪支援員は、次のいずれかに該当するときに派遣できるものとする。 

(1) 積雪により日常居住の用に供する家屋及び敷地内の日常居住の用に供しない建物（以下「家屋

等」という。）が倒壊するおそれがあるため、緊急に家屋等の屋根の除雪を行う必要があるとき。 

(2) 積雪により外部との連絡に必要な道路等が遮断され、緊急に除雪を行う必要があるとき。 

 （派遣対象世帯） 

第４ 住宅除雪支援員は、次に掲げる世帯のうち、自己の資力（市民税所得割非課税世帯となる所得

をいう。）及び自己の労力をもって除雪を行うことができないもの（以下「対象世帯」という。）に

派遣できるものとする。 

(1) 生計の中心となる者が、60歳以上の世帯 

(2) 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法律第 129号）に定める母子家庭又は父子家庭であ

る世帯 

(3) 生計の中心となる者が、傷病者又は心身障害者である世帯 

(4) 生活保護法（昭和25年法律第 144号）に定める要保護世帯等で、市長が特に必要と認める世帯 

 （業務の範囲） 

第５ 住宅除雪支援員が行う除排雪業務（除雪機械の使用を含む。）の範囲は、対象世帯に係る次に掲

げる除排雪（家屋等の屋根の除雪及び屋根から下ろした雪の必要最小限の排除をいう。）とし、業務

量は１人１日当たり８時間以内とする。 

(1) 屋根から下ろした雪の除排雪 

(2) 屋根から雪を下ろす際に必要がある落雪場所の確保のための除排雪 

(3) 除雪を行わないことにより敷地内の日常居住の用に供しない建物が倒壊し、日常生活の用に供

する家屋に被害が生じ、生命又は身体に危害が生じる恐れがある場合における屋根の除雪 

(4) 対象世帯の家屋の屋根から雪が自然に落下し、当該家屋に居住する世帯員の移動に支障を来た

すと認められる場合における落下した雪の除排雪 

(5) 家屋から生活道路（道路管理者がいない道路で、主に対象世帯が使用する部分）までの除排雪 

 （報酬） 

第６ 住宅除雪支援員の報酬の額は、派遣１時間当たり 1,625円とし、派遣時間の実績に応じ、市が

直接当該住宅除雪支援員に支払うものとする。 

２ 前項の報酬額の算出に当たって、派遣時間に１時間未満の端数が生じた場合においては、15分単

位にまとめるものとする。 

 （身分） 

第７ 住宅除雪支援員は、地方公務員法（昭和25年法律第 261号）第３条第３項第３号の規定による

非常勤の特別職の職員とする。 
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 （服務） 

第８ 住宅除雪支援員は、その職務を自覚し、常に職務を誠実かつ公正に遂行しなければならない。 

２ 住宅除雪支援員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とす

る。 

３ 住宅除雪支援員は、その職務を遂行するに当たって、この要綱に定めるもののほか関係法令を遵

守し、かつ、市長の指示に従わなければならない。 

 （災害補償） 

第９ 住宅除雪支援員の業務遂行上の災害補償は、労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）の

定めるところによるものとする。 

 （派遣対象世帯の把握） 

第10 市長は、民生委員の協力を得て、常に住宅除雪支援員を派遣する対象世帯を把握するよう努め

るものとする。 

 （派遣手続） 

第11 民生委員は、住宅除雪支援員の派遣が必要であると認めるときは、長野市住宅除雪支援員派遣

依頼書（様式第１号）により、市長に対し派遣の依頼をするものとする。ただし、事態が切迫し、

その暇がないときは、電話等によることができる。 

２ 市長は、前項の依頼があったときは、状況等を勘案し、派遣の可否を決定するものとする。 

 （活動実績報告） 

第12 住宅除雪支援員は、長野市住宅除雪支援員活動実績報告書（様式第２号）により、市長に活動

状況を報告するものとする。 

 （補則） 

第13 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成17年１月１日から施行する。 

（住宅除雪支援員の報酬の額の特例） 

２ 住宅除雪支援員の報酬の額は、第６第１項の規定にかかわらず、令和４年12月１日から令和５年

３月31日までの間は、派遣１時間当たり 1,875円とする。 

   附 則 

 この要綱は、平成25年10月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年12月１日から施行する。 

 

  


